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株主の皆様へ 営業の概況

「新経営計画」の着実な推進

株主の皆様におかれまして
は、ますますご清祥のこととお
喜び申し上げます。
建設業界は市場の縮小、

価格競争の激化などの課題を
抱え、依然として予断を許さない
状況にあります。このような
なかで当社グループは熾烈な競争に勝ち抜き、さらに健全
で強い経営体質にすることを狙いとして、「新経営計画」
を推進しています。
「新経営計画」の中間年度にあたる今年度は、「受注

の確保」「利益水準の向上」「財務体質の強化」「グルー
プ経営の強化」「人材の流動化」に重点的に取り組んで
います。
受注の確保については、都市再生、環境・エンジニアリ

ング、リニューアル、海外分野などに注力し、市場の変化に
即応した営業活動を展開します。また集中購買・情報の
一元化・施工の合理化を推進して、利益水準の向上を
図ります。有利子負債の削減に向けて保有資産の流動化
を促進し、財務体質をさらに強化します。グループ事業の
見直しを引き続き実施し、効率的なグループ経営を行いま
す。社員配置を柔軟に行い、迅速かつ的確な組織体制を
構築します。
上記の施策を着実に遂行することにより、当社グループ

は「新経営計画」の最終年度（2003年度）における経営
目標の達成をめざします。
なお当上半期の中間配当金は、一株につき2円50銭と

させていただきました。
株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援と

ご指導を賜りますようお願い申し上げます。

当上半期のわが国経済は、輸出の増加などにより
底入れしたものの、設備投資の不振などにより、緩や
かな回復にとどまりました。建設業界におきましても、
工場やオフィスビルの不振、公共事業の低迷などに
より、全体としては厳しい経営環境が続きました。
このような状況のもと、当社は新経営計画に則り、
成長分野における受注拡大、技術提案力の強化、
コスト競争力を活かした新規顧客の開拓などに積極
的に取り組んだことにより、受注高は前年同期の実績
を上回ることができました。しかし、売上高は前年同期
の実績を下回りました。
受注高につきましては、前年同期比6.4％増の

5 , 8 3 3億円となりました。その内訳は、建設事業
98.9％、開発事業等1.1％で、さらに建設事業の内訳
については、土木・建築の割合は27.1％、72.9％、
官公庁・民間・海外工事の割合は26.8％、60.0％、
13.2％であり、特命比率は40.8％です。
売上高につきましては、前年同期比14.3％減の

4 , 5 0 9億円となりました。その内訳は、建設事業
98.4％、開発事業等1.6％です。この結果、当下半期
への繰越高は1兆8,039億円となり、前年同期比
4.3％増となっています。
経常利益は前年同期比26.2％減の70億円です。

また中間利益につきましては、42億円となりました。
なお、連結ベースでの上半期の受注高は7,425億円、
売上高は6,110億円となり、経常利益は35億円、中間
純利益は31億円となりました。

社 長
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業績の推移 F I N A N C I A L  D A T A

●単独決算 ＊2002年度通期は見通し。
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F I N A N C I A L  D A T A業績の推移
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●連結決算（連結子会社48社　持分法適用関連会社8社）
＊1997年度～1999年度は、中間連結財務諸表を作成しておりません。
＊2002年度通期は見通し。

■■・・通期　■■・・中間期
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2002年度中間決算のご報告 F I N A N C I A L  D A T A

（注） 1.子会社に対する短期金銭債権 １２３億円
子会社に対する長期金銭債権 ８６９億円
子会社に対する短期金銭債務 ８６９億円
子会社に対する長期金銭債務 １億円

2.担保に供している資産
販 売 用 不 動 産 ２０億円
投 資 有 価 証 券 １億円

計 ２１億円

3.保証債務額 ２０８億円
4.一株当たりの中間利益 ４円３７銭
5.有形固定資産の減価償却累計額 ６２９億円

●貸借対照表の要旨

（単位：億円）

流　動　資　産
現 金 預 金
受 取 手 形
完成工事未収入金
販 売 用 不 動 産
未 成 工 事 支 出 金
開発事業等支出金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
有 形 固 定 資 産
土 地
そ の 他
無 形 固 定 資 産
投　　資　　等
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計 １５，９１０ 負 債 資 本 合 計 １５，９１０

負 債 の 部資 産 の 部

資 本 の 部

（注）1.工事進行基準による完成工事高 １，２００億円
2.売上高のうち子会社に対する部分 ７７億円
3.売上原価のうち子会社からの仕入高 １，０１０億円
4.子会社との営業取引以外の取引高 ５億円

（2002年9月30日現在）

単独決算

流　動　負　債
支 払 手 形
工 事 未 払 金
短 期 借 入 金
一年以内償還の社債
未 払 法 人 税 等
未 成 工 事 受 入 金
預 り 金
完成工事補償引当金
そ の 他

固　定　負　債
社 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
そ の 他
負 債 合 計

資　　本　　金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
任 意 積 立 金
中 間 未 処 分 利 益
［ 中 間 利 益 ］
株式等評価差額金
自　己　株　式
資 本 合 計

１０，２８０
８３９
１，８４９
２，２７８
１５０
１

３，９７１
９６２
１０
２１７
３，５９６
７００
２，２５８
４５４
１４
１６９

１３，８７６

９４３
６１２
２３５
３７６
３２９
３３
２９５

[ ４２]
１４８
△０

２，０３３

2002年4月 1日から（ ）2002年9月30日まで （単位：億円）

●損益計算書の要旨

営　業　損　益
売　 上　 高
完 成 工 事 高
開発事業等売上高

売 　 上 　 原 　 価
完 成 工 事 原 価
開発事業等売上原価
売 上 総 利 益
完成工事総利益
開発事業等売上総利益

販売費及び一般管理費
営　業　利　益

営 業 外 損 益
営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金
そ の 　 　 他

営 業 外 費 用
支 　 払 　 利 　 息
そ の 　 　 他

経　常　利　益

特　別　利　益
前 期 損 益 修 正 益
そ の 　 　 他

特　別　損　失
関 連 事 業 損 失
そ の 　 　 他

税引前中間利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
中 間 利 益
前 期 繰 越 利 益
利益準備金取崩額
中間未処分利益

経 常 損 益 の 部

特 別 損 益 の 部

４，５０９
４，４３７
７１

４，０８４
４，０２３
６０
４２４
４１３
１１
３２７
９７

２７
２４
２
５４
４３
１０
７０

４２
２６
１５
２９
２４
４
８３
△２
４４
４２
３１
２２１
２９５

９，６３５
６００
２６２
１，７１３
１，０８１
４，４１４
２６１
１，３１２
△１０
６，２７５
１，７６０
１，１４３
６１６
８２

４，４３２
１，７００
９９１
２，０９２
△３５１
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2002年度中間決算のご報告 F I N A N C I A L  D A T A

主たる連結子会社

大成ロテック（株）（東証一部上場）
大成ユーレック（株）（東証一部上場）
有楽土地（株） （東証二部上場）
成和機工（株）
大成設備（株）

大成サービス（株）
（株）大成情報システム
ケーヨーリゾート開発（株）
有楽土地住宅販売（株）
大成建設ハウジング（株）

●貸借対照表の要旨
（2002年9月30日現在）

（単位：億円）

流　動　資　産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未成工事支出金等

た な 卸 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固　定　資　産

有形固定資産

建 物・構 築 物

土 地

そ の 他

無形固定資産

投　 資 等

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

１９，２２０資 産 合 計

流　動　負　債
支払手形・工事未払金等
短 期 借 入 金
コマーシャルペーパー
一年以内償還の社債
未成工事受入金
完成工事補償引当金
そ の 他
固　定　負　債
社 債
長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
関係会社投資等損失引当金
そ の 他
負　債　合　計

少数株主持分

資 　 本 　 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
土地再評価差額金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自 己 株 式

資　本　合　計

負 債 の 部資 産 の 部

少 数 株 主 持 分

資 本 の 部

連結決算

国内連結子会社・持分法適用関連会社 計 38社
海外連結子会社・持分法適用関連会社 計 18社

合計 56社

負債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計

１１，６７８

８６３

２，４５９

４，９２７

１，９４４

１，５００

△１７

７，５４１

３，８９１

１，３６０

２，３６０

１７０

１２２

３，５２８

１，７８２

１，８３１

△８５

１２，３２１
３，２６２
３，３１６
５０
１６０
４，３６５
１３

１，１５３
４，９６６
７８６
２，８２０
６５３
２７
１５１
５２７

１７，２８８

２０９

９４３
６１２
４８
△９
１４７
△１９
△０

１，７２２

１９，２２０

営　　業　　損　　益
売 　 　 上 　 　 高
完 成 工 事 高
開 発 事 業 等 売 上 高

売 　 上 　 原 　 価
完 成 工 事 原 価
開発事業等売上原価
売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益
開発事業等売上総利益

販売費及び一般管理費
営 　 業 　 利 　 益

営　 業　 外　 損　 益
営　業　外　収　益
受 取 利 息
受 取 配 当 金
そ の 他

営　業　外　費　用
支 払 利 息
そ の 他

経 　 常 　 利 　 益

特 　 別 　 利 　 益
前 期 損 益 修 正 益
固 定 資 産 売 却 益
投資有価証券売却益
そ の 他 特 別 利 益

特 　 別 　 損 　 失
固 定 資 産 売 却 損
関 連 事 業 損 失
そ の 他 特 別 損 失

税金等調整前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 損 失
中　間　純　利　益

経 常 損 益 の 部

特 別 損 益 の 部

2002年4月 1日から（ ）2002年9月30日まで

●損益計算書の要旨
（単位：億円）

６，１１０
５，３０７
８０２
５，４５４
４，８３０
６２４
６５５
４７７
１７８
５８６
６８

３３
１２
１０
１１
６７
５４
１３
３５

４９
３１
２
１２
２
３４
１
２４
９
４９
２
２７
１２
３１
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大 成 建 設 の �

エコロジカル・ソリューション�

地・球・に・貢・献�

透過性地下水浄化壁工法（還元分解法）
透水性の浄化壁を汚染地域の地下水流の下
流側へ設け、浄化壁を通過した汚染地下水を
浄化し、下流側への汚染拡散を防止します。

近年、工場跡地などの再開発にともなう環境監

査によって、都市部の土壌汚染が顕在化する事例

が急増しています。土壌汚染は、環境に深刻な負

荷を与える大きな問題であるとともに、不動産価

値の低下を招く要因としてもクローズアップされ

るようになってきました。

2003年1月には「土壌汚染対策法」が施行さ

れ、新たに工場を宅地などに転用する際は土壌の

調査が義務付けられ、一定以上の汚染が発見さ

れた場合には、浄化や覆土などの対策について

措置命令が出されます。また土壌汚染対策法を

受けて「不動産鑑定基準」も改定されます。汚染

の浄化にかかる費用や汚染によって宅地などへ

の転用ができなくなった場合などの資産価値の

減価も算定基準に加味されるようになり、土壌汚

染の調査・対策工事への社会的ニーズが急速に

高まると予想されています。

当社では、土壌・地下水汚染が今日のような社

会問題になる以前から、基礎的研究を進め、多く

の実績を積み重ねています。（実績：2002年3

月現在で401件）

現在、揮発性有機化合物、重金属、石油など多

岐にわたる有害物質、それぞれの特徴に応じた効

率的で経済的な浄化システムを開発。高精度の

調査・解析技術と併せ、一貫したエンジニアリン

グで、あらゆる土壌汚染に最適なソリューション

を提供しています。

最適な対策技術で
土壌をクリーニング
法規制強化で需要が増す「土壌浄化」に、
トータルエンジニアリングで対応します
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建設業で世界初！
情報管理の国際規格
「ＢＳ7799」を取得

ＩＴの急速な発展・普及が社会や企業に大きく貢献

する一方、情報の安全性に対する危機管理が重要視

されています。当社は、お客様情報の管理対策を進

める一環として、本社設計本部が2002年6月に、英

国規格協会（BSI）の制定による情報セキュリティ管

理の国際規格『ＢＳ7799』の認証を取得しました。

この認証はＩＴ関連企業を中心に世界149事業所

（日本では11事業所・9月21日現在）が取得して

おり、当社は日本で8番目、建設業では世界初の取得

となります。併せて、経済産業省のISMS認証も取得

しています。

設計本部では、研究施設やIT関連施設の設計にお

いて、生産ラインや実験室などの機密情報が外部に

漏洩しないよう管理機能を徹底強化しており、オフィ

スへの入退室管理やLAN利用時の個人認証機能と

いった執務環境も向上させ、万全のセキュリティ体制

を整えています。

情報機器の安全性確保

から行動指針の策定まで、

127もの要件を満たすこ

の認証の取得は「情報の

安全管理能力」の客観的

な証明でもあります。

今後も当社では、安心し

て工事のご依頼、ご相談を

いただける環境づくりを推

進していきます。

湖沼の底泥をエコロジカルに浄化
新技術「底泥

ていでい

置換
ち か ん

覆砂
ふ く さ

工法」

BS7799マーク IS67782

ISMSマーク IJ00103

湖沼や内湾などの閉鎖性水域では、生活排水の流

入によるヘドロ（汚濁底泥）によって、アオコや赤潮

が発生する深刻な水質問題が続いています。従来、

浚渫や外から運んだ砂による覆砂が行われてきまし

たが、浚渫土の処分場確保や砂入手の困難さなどが

問題となっていました。

当社が開発した「底泥置換覆砂工法」（特許：第

3303169号）は底泥の下の砂層をジェット水流に

よって浮上させ、ヘドロを覆砂する画期的な技術で

す。当工法は改良したい場所だけで処理が完結する

ため、従来工法の諸問題を解決し、コスト削減も実現

します。また、底質が砂となるため、自然の自浄能力

による水質の改善も期待できます。

長野県諏訪湖での現地実験では、底質が復元され、

ミミズや水草などの湖

底生態系の修復が実証

されました。

2001年度の国土交

通省の「公共工事の試行

活用技術23件＊」にも選

定された当工法は、湖沼

の環境回復に大きく貢献

するものとして注目を集

めています。

＊公共工事の品質確保や新技術の
開発を促進させるために23の技術
を選び、公共工事において積極的に
運用をはかっていくもの。

汚濁底泥�ガイド管�

ジェット管�
水�

粘性土層�

砂質土層�
高圧水噴射�

ジェット水流で掘削しながら、ジェット管の先端を砂質
土層内まで沈める。ジェットを強めると砂と水が掘削孔
を上向きに通り、ガイド管の口から汚濁底泥上に出る。

○工法の原理
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品川シーサイドフォレスト
業務Ｂ棟新築工事
（東京都品川区）

河田町市街地住宅Ｃ棟建設工事
（東京都新宿区）

首都高川縦線トンネル工事
（神奈川県川崎市）
＊写真は縦型シールドマシン。

空港島造成工事（その３）/中部国際空港
旅客ターミナルビル新築工事（その１）

（愛知県常滑市）

主な施工中工事のご紹介 主な受注工事のご紹介
C O N T R A C T S  R E C E I V E DU N D E R  C O N S T R U C T I O N

主な完成工事のご紹介
C O N S T R U C T I O N  C O M P L E T E D

アラブ首長国連邦 アラブ
アブダビ水・電力庁

送水管工事 首長国連邦

サンシティパーク横浜
神奈川県

（株）ハーフ・
新築工事 センチュリー・モア

グランドエクシブ浜名湖
静岡県 リゾートトラスト（株）

新築工事

虎門琴平タワー
東京都

（株）虎門琴平会館ビル
建替工事 三 井 不 動 産（ 株 ）

富士スピードウェイ
静岡県 富士スピードウェイ（株）

改修造成工事

物件名 所在地 発注者

品川プリンスホテル
東京都 西武鉄道（株）

2期新築工事

東品川四丁目第一地区 東品川四丁目第一地区
第一種市街地再開発事業 第一種市街地再開発事業
施設建築物建設工事

東京都
個人施行者代表者

第II工区 日本たばこ産業（株）

中国 荘勝城コマーシャル
中　国

北京荘勝房地産
センター新築工事 開発有限公司

東京マスタープレイス
東京都

（株）大京
新築工事 洋伸不動産（株）

九州新幹線田上トンネル
熊本県

日本鉄道建設公団
（北）その２工事 九州新幹線建設局

物件名 所在地 発注者

在インドネシア
日本国大使館新築工事
（インドネシア共和国）

長崎港（女神地区）橋梁（３Ｐ）基礎
（ニューマチックケーソン工）工事

（長崎県長崎市）
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株式の状況

会社が発行する株式の総数 1,145,000,000株

発行済株式総数 964,802,821株

当期末株主数 121,430名

当期中の名義書換件数 1,960件

当期中の名義書換株式数 51,619,130株

株式の異動1

大株主2

株式分布状況 （単位：千株）3

所有者別�

証券会社�
6,095�

（0.63％）�
�

一般法人�
126,496�
（13.11％）�

�

外国人�
76,555
（7.94％）�

�

金融機関�
355,060�
（36.80％）�

�

個人・その他�
400,594�
（41.52％）�

所有数別�

�

�

100万株以上�
116,922
（12.12％）�

1千株未満 �
1,719

（0.17％）�

10万株以上�
93,468�
（9.69％）�

1万株以上�
　　　151,374
　　　（15.69％）�

　　1千株以上�
226,522�
（23.48％）�        500万株以上�

　　　　374,795
　　　　（38.85％）�

�

（2002年9月30日現在）

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口） ６１，４１３ ６．３７

大成建設社員持株会 ３５，５０４ ３．６８

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口）２８，６３０ ２．９７

株式会社大和銀行 ２３，７７２ ２．４６

みずほ信託退職給付信託 みずほコーポレート銀行口 ２３，１８０ ２．４０

大成建設取引先持株会 ２２，９０３ ２．３７

ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託勘定Ａ口）２０，４８６ ２．１２

三菱地所株式会社 １７，６０４ １．８２

みずほ信託退職給付信託 みずほ銀行口 １６，１０８ １．６７

安田生命保険相互会社 １５，１６６ １．５７

北海道�
8,290

2,003名�

東　北�
11,196

2,992名�

関　東�
649,501

52,084名�

中　部�
69,882

21,960名�

近　畿�
116,375

26,808名�

中　国�
17,460

5,966名�

四　国�
12,087

3,715名�

九　州�
18,324

5,583名�
�

外　国�
61,683
319名�

株主数�

株式数（単位：千株）�

地域別株式分布状況4
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会社の概要 （2002年9月30日現在）

■商号　�
　大成建設株式会社 �
　（英文名　TAISEI CORPORATION）
　�
■設立年月日�
　1917年（大正6年）12月28日�
　�
■資本金�
　94,348,298,842円�
　�
■本店　�
　東京都新宿区西新宿一丁目�
　25番1号　新宿センタービル　�
　電話03（3348）1111�
　�
■従業員数　10,305名�
　�
■支店　�
　東京支店 北信越支店�
　関西支店 四国支店�
　名古屋支店 千葉支店�
　九州支店 関東支店�
　札幌支店 神戸支店�
　東北支店 京都支店�
　広島支店 川崎支店�
　横浜支店 �
　�
■技術センター（横浜市）　�
　�
■国内営業所等　88か所　�
　�
■海外営業所等　�
　台北事業所�
　アメリカ営業所（カリフォルニア州）�
　香港営業所�
　シンガポール営業所�
　クアラルンプール営業所�
　ジャカルタ営業所�
　ロンドン営業所�
　ハワイ営業所�
　ソウル営業所�
�

�

■役員�
●取締役�

代表取締役会長 平島　治�
代表取締役社長 葉山莞児�
取締役 早川正一�
代表取締役 潮田　敞�
代表取締役 本田泰三�
取締役 市川正美�
取締役 田丸　浩�
取締役 鶴田宣彦�
取締役 南部邦彦�
取締役 子田征基�
取締役 奥村紘司�
取締役 萩原弘道�
�

�
●業務執行役員�

※社長 葉山莞児�
※副社長 早川正一�
※副社長 潮田　敞�
※副社長 本田泰三�
※副社長 市川正美�
　専務役員 　田保之�
　専務役員 大林裕治�
　専務役員 池田忠雄�
　専務役員 中川　亮�
※専務役員 田丸　浩�
※専務役員 鶴田宣彦�
※専務役員 南部邦彦�
※専務役員 子田征基�
　専務役員 伊藤美喜男�
　専務役員 横沢国夫�
　専務役員 増田光男�
　常務役員 武岡茂生�
※常務役員 奥村紘司�
　常務役員 古林　徹�
　常務役員 辻井　剛�
　常務役員 山田　浩�
　常務役員 詫間博康�
　常務役員 菊岡保人�
　常務役員 三宅健治�
　常務役員 園田邦之�
　常務役員 氏原完典�
�

� �
●監査役�

常任監査役（常勤） 伊藤喜栄�
常任監査役（常勤） 赤堀俊雄�
監査役（常勤） 桑原　武�
監査役（非常勤） 谷口守正�
監査役（非常勤） 佐伯英明�
�
�
�
�

�

�

�

�

�

�

※常務役員 萩原弘道�
　常務役員 小林幸夫�
　常務役員 城崎啓一郎�
　常務役員 井川文雄�
　常務役員 岡崎洪太郎�
　常務役員 山内隆司�
　執行役員 船津邦雄�
　執行役員 林　静男�
　執行役員 小倉勝彦�
　執行役員 河西成徳�
　執行役員 寺下　均�
　執行役員 鎌田　勝�
　執行役員 中山靖之�
　執行役員 瀬川昌彌�
　執行役員 中津海光夫�
　執行役員 久間忠勝�
　執行役員 日比野宏明�
　執行役員 駒井勇夫�
　執行役員 光岡　宏�
　執行役員 可児才介�
　執行役員 小林将志�
　執行役員 岡本　敦�
　執行役員 藤崎忠俊�
　執行役員 藤原義弘�
　執行役員 久保博司�
　執行役員 木村洋行�
�※は取締役兼務者です。�

＊谷口守正、佐伯英明は、「株式会社の監�
　査等に関する商法の特例に関する法律」�
　第18条第1項に定める社外監査役です。�

20
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D A T A
明治4（1871）年3月着工

明治5（1872）年9月竣工

設計：R.P.ブリッジェンス

明治の東京の表玄関
日本初の鉄道ターミナル駅

「新橋停車場」

「東京名所の内 新橋鉄道館
蒸気車待合図国利画」
（写真提供・交通博物館）

日本が開国して間もない明治5（1872）年9月12日
（旧暦）、開港地・横浜と首都・東京を結ぶ日本初の鉄道が
産声を上げました。駅舎「新橋停車場」では明治天皇をは
じめとする維新政府の要人ご臨席のもと開業式が行われ、
わが国鉄道史上初の始発駅として華々しいスタートを飾り
ました。
房州石を用いた木骨石造り2階建ての建物を左右に

配し、その中央に平屋の正面玄関という駅舎の設計は新
橋・横浜両駅とも同じ。待合室を兼ねた大きな三角屋根
が突き出た形は何とも印象的で、アメリカ人のブリッジェ
ンスにより設計されました。
蒸気機関車と西洋建築はたちまち人々の話題を集め、

停車場の広場は何とか乗ろう、見ようとする大勢の人が
詰めかけ社交場のように賑わい、文明開化の中心地とな
っていきました。駅舎はちょっと気取って英語で「新橋ス
テンション」と呼ばれ、新しき時代の訪れの様相は数々
の錦絵として描かれました。
大成建設の前身・大倉組の創業者大倉喜八郎は、文明

開化の象徴とも言えるこの建設事業に参加し、新橋駅舎
の建設に携わりました。当社は新時代を切り開くこのプ
ロジェクトをきっかけに、建設工事請負業へ本格的に参
入することになりました。

新橋停車場



■1 決　　算　　期 3月31日

■2 定時株主総会 6月中

■3 配　　当　　金 利益配当金は毎年3月31日の最終の株

主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載

又は記録された株主、登録質権者又は

信託の受託者にお支払いいたします。

なお、取締役会の決議により、毎年9月

30日の最終の株主名簿（実質株主名

簿を含む。）に記載又は記録された株主、

登録質権者又は信託の受託者に中間

配当を行うことがあります。

■4 上場証券取引所 東京・大阪・名古屋・福岡・札幌・

フランクフルト（独）

■5 公告掲載新聞名 東京都において発行する日本経済新聞

■6 名義書換代理人 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号

みずほ信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目5番1号

みずほ信託銀行株式会社本店証券代行部

郵便物送付先 〒135-8722

及びお問合せ先 東京都江東区佐賀一丁目17番7号

みずほ信託銀行株式会社証券代行部

電話　0570-000324（専用ダイヤル）

03（3642）4004（代 表）

同　取　次　所 みずほ信託銀行株式会社全国各支店

みずほアセット信託銀行株式会社本支店

みずほインベスターズ証券株式会社本支店

手　　数　　料 名義書換：無料／株券再発行：株券

1枚につき200円 ただし、併合及び満

欄の場合は無料／単元未満株式の買取

り：株式の売買の委託に係る手数料相

当額として別途定める金額

〒163-0606 東京都新宿区西新宿1丁目25番1号電話03(3348)1111

http://www.taisei.co.jp/

株 主 メ モ

〔 〕
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